
    平成２９年６月２７日 

NHK 広報局 

ＮＨＫ受信料制度等検討委員会  

諮問第１号「常時同時配信の負担のあり方について」答申（案）概要 

に関するご意見の募集について 

ＮＨＫは、メディア環境・社会経済状況が激しく変化するなかで、いつでもどこでも視聴者の皆

様の役に立ち信頼される「情報の社会的基盤」としての役割を果たすことがますます重要になって

いると考えています。今後も「情報の社会的基盤」として、放送に加えインターネットも利用してＮＨ

Ｋの放送番組を届ける方針で、平成３２年（２０２０年）東京オリンピック・パラリンピックに向けて平成

３１年（２０１９年）には常時同時配信*を本格的に開始することを想定しています。 

*常時同時配信とは「ＮＨＫが放送するテレビ番組を、原則としてそのまますべてを、放送と同時にインターネットを通じて配信すること」を指す。

常時同時配信の実現においては、テレビのみで視聴している世帯の支払う受信料の価値を毀

損しないような公平な負担のあり方を考えることが必要であることから、ＮＨＫ会長の諮問機関として

設置した「ＮＨＫ受信料制度等検討委員会」（以下、「検討委員会」という。）に、本年２月、諮問第１

号として「常時同時配信の負担のあり方」について諮問しました。 

検討委員会では議論を重ね、この度、「答申（案）概要」をとりまとめたので、これに関して広く視

聴者の皆様からご意見をいただきたいとの意向がありました。このため、次のとおり意見募集（パブ

リックコメント）を行います。 

 視聴者の皆様からいただいたご意見は、今後、検討委員会が答申をまとめる際の参考にさせて

いただきます。 

諮問第１号「常時同時配信の負担のあり方について」 

ＮＨＫは、メディアや社会環境等が変化するなかで、引き続き「情報の社会的基盤」の役割を果

たすべく、インターネット常時同時配信の可能性の検討を進めている。  

この検討にあたり、受信料負担の公平性、財源の確保、財源の独立性、および現行受信料制度

との接合性等の観点から、常時同時配信における費用負担のあり方について、見解を求める。

【ご意見募集について】 

１）ご意見募集の対象 

    諮問第１号「常時同時配信の負担のあり方について」答申（案）概要（要旨・本文・参考資料） 

２）募集期間 

平成２９年６月２８日（水）１０時～７月１１日（火）２４時（郵送の場合は、当日消印有効） 

３）募集方法 

 郵送 〒150-8001 ＮＨＫ受信料制度等検討委員会 諮問第１号意見募集係 あて 

 インターネット

※ＮＨＫオンラインに専用メールフォームを開設 http://www.nhk.or.jp/pr/ 

（報道資料）



ＮＨＫ「受信料制度等検討委員会」第１号諮問「答申（案）概要」について

委
員
会
概
要

平成29年2⽉に設置された会⻑の常設諮問機関。
放送と通信の融合時代に即した受信料制度やその運⽤のあり⽅等について検討。
座⻑：安藤英義（専修⼤学⼤学院商学研究科教授）

〔当⾯の諮問事項〕 第１号 「常時同時配信の負担のあり⽅について」
第２号 「公平負担徹底のあり⽅について」
第３号 「受信料体系のあり⽅について」

諮問第１号について、6/28〜7/11パブコメ、７⽉末に答申予定。

答
申
︵
案
︶
概
要
の
ポ
イ
ン
ト

○ＮＨＫが、放送だけでなくインターネットによる常時同時配信を通じて「信頼の窓」、「情報
の社会的基盤」としての役割の向上を⽬指すことは、必要であり妥当。

○既に放送受信契約を結んでいる世帯に対しては追加負担を求めないことが適当。
○上記以外の世帯の費⽤負担の性質としては、インフラ環境の整備や国⺠的な合意形成の環境
が整うことを前提に、受信料型を⽬指すことに⼀定の合理性あり。

○受信料型は、制度検討等に時間がかかると予想され、当⾯の暫定措置を検討する必要あり。
暫定措置としては有料対価型のほか、⼀定の期間は費⽤負担を求めない運⽤も考えられる。

○受信料型の場合、ＰＣ・スマートフォン等を所持･設置したうえで、常時同時配信を利⽤する
ために何らかのアクションもしくは⼿続きをとり視聴可能な環境をつくった者を費⽤負担者と
することが適当。（ＰＣ等を所持・設置しただけでは費⽤負担は求めない）

○常時同時配信においても地域放送を配信することが求められ、その際、地域における⼆元体制
の観点から、⺠放への配慮も⼗分考慮することが望ましい。

2017年6⽉27⽇（参考）
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平成２９年５月末時点の事実に基づく。 
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諮問第１号「常時同時配信の負担のあり方について」答申（案）概要 要旨 

 

▽ メディア環境が大きく変化するなかで、ＮＨＫが、放送だけでなくインターネットによる常時同時

配信を通じて、正確な情報で人と人を互いに“つなぐ”という「信頼の窓」、「情報の社会的基盤」と

しての役割の向上を目指すことは、必要であり妥当であるといえる。 

 

▽ 常時同時配信の負担のあり方について、既に放送受信契約を結んでいる世帯（全契約対象世

帯の約８０％）に対しては、放送のサイマル配信である常時同時配信を利用・視聴するＰＣ（パソ

コン）やスマートフォン等の端末を「放送受信契約を結んでいる同一世帯内の２台め、３台めのテ

レビ」として取り扱い、常時同時配信を追加負担なしで利用できるようにすることが適当である。 

 

▽ テレビ受信機を持たない世帯（総世帯の約５％）が、常時同時配信を利用する場合の費用負担

を求める考え方としては、大きく次の２つが想定される。 

①常時同時配信のみの利用者に対しても、ＮＨＫの事業の維持運営のための特殊な負担金であ

る受信料として費用負担を求める考え方（受信料型） 

②利用・サービスの対価として料金を設定し、費用負担を求める考え方（有料対価型） 

 

▽ 制度としてはいずれを採ることも可能と考えられるが、条件が整えば、放送の常時同時配信

は、ＮＨＫが放送の世界で果たしている公共性を、インターネットを通じても発揮するためのサー

ビスと考えられ、インフラの整備や国民的な合意形成の環境が整うことを前提に、受信料型を目

指すことに一定の合理性があると考えられる。   

ただし、受信料型は多岐にわたる論点の検討や視聴者・国民の理解を得ること等に時間がか

かることも予想されるため、現時点では、有料対価型や、一定の期間は利用者に負担を求めな

いといった当面の暫定措置についても検討しておくことが必要である。 

 

▽ 受信料型の場合の費用負担者としては、ＰＣやスマートフォン、タブレット等はさまざまな用途を

持つ汎用端末であることを考慮すると、ＰＣ等のインターネット接続端末を所持・設置したうえで、

常時同時配信を利用するために何らかのアクションもしくは手続きをとり視聴可能な環境をつくっ

た者を費用負担者とすることが適当である（先述のように、放送受信契約者を除く。）。 

有料対価型の費用負担者としては、一般の取引と同様に常時同時配信を利用する契約を結

んだ者とすることが適当である。 

 

▽ 常時同時配信の費用負担の単位は、受信料型・有料対価型とも「世帯」単位が適当である。 

 

▽ 常時同時配信の利用にあたっては、利用者を把握するために何らかの認証を用いる必要があ

る。受信料型の場合、幅広い層の視聴機会を拡大する簡便性と、フリーライド（費用を負担せず

に視聴すること）を抑止する厳格性のバランスを考慮すると、視聴可能としたうえで認証する「ゆ

るやかな認証」とすることが適当である。なお、大規模災害時に代表されるような国民の生命・財

産等にかかわる緊急時等、広く情報を届ける必要性の高い場面においては、認証や契約の状況
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にかかわらず特例的な運用を可能にする等、ＮＨＫがその役割・機能を果たすために必要な柔軟

性をもつ制度・運用とすることが望ましい。 

 

▽ 地域放送と常時同時配信の関係については、ＮＨＫが果たすべき役割・機能としての地域性の

観点から、常時同時配信においても、費用や設備の準備等などの現実面にも留意しながら、地

域放送番組を配信することが求められると考えられるが、その際、地域における二元体制を維持

していく観点から、民放への配慮も十分考慮しつつ進めていくことが望ましい。 

 

▽ 答申では、今後、検討すべき事項についても幅広く指摘している。常時同時配信での事業所等

における費用負担のあり方については、世帯と異なる利用形態等も想定されるため、今後さらな

る検討が必要である。 
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諮問第１号「常時同時配信の負担のあり方について」答申（案）概要 本文 

 

１．諮問第１号「常時同時配信の負担のあり方について」検討にあたって 

（１）検討の背景 

  平成２３年「ＮＨＫ受信料制度等専門調査会」報告書（以下、「専門調査会報告書」

という。）以降、メディア環境は大きく変化した。 

視聴者の側では、スマートフォンやタブレット端末等が普及し、インターネット接続

端末の多様化が進展している。メディアの視聴形態としても、テレビの接触時間が低下

する一方で、他の端末の接触時間が増加する1等、大きく変化している。 

コンテンツ提供者の側では、さまざまな事業者により、テレビ放送に加え、動画配信

等の多様な形態でのサービスの提供が広がってきており、それらが放送波または通信伝

送路を介して、視聴者の多様な端末に届けられるようになってきている。 

  ＮＨＫは、メディア環境・社会経済状況が激しく変化するなかで、今後とも、正確な

情報で人と人を互いに“つなぐ”という「情報の社会的基盤」の役割を果たすべく、放

送に加えインターネットも利用してＮＨＫの放送番組を届ける方針であり、平成３２年

（２０２０年）東京オリンピック・パラリンピックに向けて平成３１年には常時同時配

信を本格的に開始することを想定している。 

  ＮＨＫ受信料制度等検討委員会（以下、「検討委員会」という。）では、常時同時配信

が実現した場合の適切な負担のあり方について、ＮＨＫ会長より諮問を受け、検討した。 

  なお、常時同時配信とは、ここでは「ＮＨＫが放送するテレビ番組を、原則としてそ

のまますべて、放送と同時にインターネットを通じて配信すること」を指すものとして

使用している。ＮＨＫのインターネット活用業務は、放送法において規定されている2が、

同法においては、テレビ国内放送の常時同時配信は実施できないものとされている。 

 

＜常時同時配信の必要性および妥当性について＞ 

  ＮＨＫは、これまで公共放送として果たしてきた、信頼される「情報の社会的基盤」

としての使命や役割・機能は、メディア環境の変化に伴い、放送に加えインターネット

を通じても、今後ともしっかりと果たしていくことが求められることから、より多くの

人々に、多様な伝送路で公共性の高い情報や番組等のコンテンツを届けるためにも、「常

時同時配信」を行う必要性があると考えられるとしている。 

  専門調査会報告書では、ＮＨＫによるインターネットの活用について、次のように指

                                                  
1 博報堂ＤＹメディアパートナーズ 「メディア定点調査 2016」を経年比較 
2 放送法第２０条第２項 
 協会は、前項の業務のほか、第１５条の目的を達成するため、次の業務を行うことができる。 
一 （略） 
二 協会が放送した又は放送する放送番組及びその編集上必要な資料その他の協会が放送した又は放送

する放送番組に対する理解の増進に資する情報（これらを編集したものを含む。次号において「放送番

組等」という。）を電気通信回線を通じて一般の利用に供すること（放送に該当するもの及び協会のテレ

ビジョン放送による国内基幹放送の全ての放送番組を当該国内基幹放送と同時に一般の利用に供するこ

とを除く。）。 
三～九 （略） 
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摘している。 

「ＮＨＫの役割・機能を、変化するメディア環境においてなお実現しようとするならば、

公共放送のあり方の規律については、代替伝送路としてのインターネットを含め、伝送

路中立的な方向へ移行することが必要なのではないか。」3 

「一段進んだ『あまねく4』は、熟議民主主義の基礎となる、多様な価値観への思いがけ

ない接触や多くの人々の間の共有体験を保障し、かつ、今日的な『健康で文化的な生活』

の要請にもかなうのではないか。」5 

近年のメディア環境・社会経済状況の変化を受け、その指摘の意義はますます高まっ

てきていると考えられる。 

  また、平成２８年９月の総務省「放送を巡る諸課題に関する検討会」第一次とりまと

めでは、次のような指摘がある。 

「ＮＨＫには放送界における先導的役割を期待されており、民間放送事業者と協力して

放送コンテンツのインターネット配信に向けた環境整備を行うべきではないか。」6 

「（ＮＨＫの）インターネット活用業務について、公共放送としての先導的役割や受信

料財源による業務であることに鑑み、（中略）、放送番組の同時配信、見逃し配信、アー

カイブ提供、スマートテレビ等を活用した放送通信連携サービスの本格的実施を行うべ

きではないか。」7 

  インターネットでは、一般に多様な主体による多様な情報発信が行われているが、必

ずしも正確かどうか分からない情報も多く流通している。インターネットサービスの特

性上、自分に都合の良い情報だけを見るようになる傾向があること、あるいは事業者側

が個人の嗜好に沿ってレコメンド（推薦）することによって発生するいわゆる「フィル

ターバブル」という現象が起きうること等により、公共空間の維持が困難になってきて

いるという指摘もある。これまで公共放送として培ってきた蓄積を生かし、放送だけで

なく、インターネットも活用し、これからの時代に人々が求める「公共的価値」に応え

ていく観点から、ＮＨＫの「豊かで、かつ、良い放送番組」8が、放送だけでなくインタ

ーネットを通じても提供されることには大きな意義があると考えられる。 

加えて、「公共放送の機能は、専ら緊急時に限って果たされれば足りるというもので

はなく、普段から豊かなサービスを継続的に提供していることがその不可欠の前提であ

る」9との専門調査会報告書の指摘もあわせて考えれば、放送サービスの高度化に役立つ

観点も含め、ＮＨＫが、放送だけでなくインターネットによる常時同時配信を通じて、

正確な情報で人と人を互いに“つなぐ”という「信頼の窓」、「情報の社会的基盤」とし

ての役割の向上を目指すことは、必要であり妥当であるといえる。 

 

                                                  
3 平成２３年「ＮＨＫ受信料制度等専門調査会」報告書２２ページ 
4 放送法第１５条において、ＮＨＫは「公共の福祉のために、あまねく日本全国において受信できるよ

うに豊かで、かつ、良い放送番組による国内基幹放送を行う」と規定されている。 
5 平成２３年「ＮＨＫ受信料制度等専門調査会」報告書４０ページ 
6 平成２８年総務省「放送を巡る諸課題に関する検討会」第一次とりまとめ１３ページ 
7 平成２８年総務省「放送を巡る諸課題に関する検討会」第一次とりまとめ３７ページ 
8 放送法第１５条 
9 平成２３年「ＮＨＫ受信料制度等専門調査会」報告書１８ページ 
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（２）検討の観点および論点 

  検討にあたっては、現行の受信料制度を毀損しないように、受信料負担の公平性、Ｎ

ＨＫが公共放送の使命を果たすために必要な財源の確保、現行の受信料制度との接合性、

視聴者・国民の理解・納得性等の観点を重視した。 

 

＜受信料制度の意義について＞ 

  公共放送としてのＮＨＫは、放送法第１５条に規定されるように「公共の福祉のため

に、あまねく日本全国において受信できるように豊かで、かつ、良い放送番組」による

放送を行うという役割・機能を担っている。加えて、公共放送としてのＮＨＫの役割・

機能について、「民主主義社会における言論・報道機関としての意義はもちろん、国民

の『健康で文化的な生活』（憲法２５条参照）の維持向上にも引き付けて考えるべきで

はないか、との指摘についても、メディアの規範的な役割に、現実の視聴者・国民にと

っての効用の観点をも付加するものとして、妥当なものと考えられる。」10との専門調査

会報告書での指摘には、今日でも引き続き意義がある。 

  これらの役割・機能を果たすために、放送法はＮＨＫの財源として、ＮＨＫの維持運

営のための特殊な負担金としての受信料を手当てしている。これは、公共放送を持続的

に実施していくための安定した財源の確保という観点からも、適切な制度といえる。 

  日本の放送は、これまで受信料収入を基盤とする公共放送としてのＮＨＫと広告収入

を基盤とする民間放送の二元体制による切磋琢磨により発展し、国民の知る権利の充足

と健全な民主主義の発達に資してきた。今後とも、放送の多元性・多様性・地域性を確

保する観点から、視聴者・国民の理解を得て、ＮＨＫの受信料制度を前提とする放送の

二元体制は維持されるべきものと考える。 

 

＜検討論点について＞ 

  常時同時配信が実現した場合の適切な負担のあり方について、論点を以下のとおり４

つに整理し検討した。 

・費用負担者の範囲（既に受信契約を結んでいる者の負担のあり方を含む） 

・費用負担の性質 

・費用負担者の把握方法 

・費用負担の単位 

 

＜その他＞ 

  今回の検討にあたっては、放送受信契約数に占める割合の大きい、世帯の負担のあり

方を主に検討した。世帯以外の事業所等については、世帯とは異なる利用形態等も想定

されるため、具体的な制度のあり方や運用に関して、受信料体系のあり方の検討も踏ま

えつつ、今後検討していくことが必要である。 

  ＮＨＫは、今後の視聴環境や技術の変化に対応し、インターネットも活用して、その

役割・機能を引き続き果たしていくにあたって、視聴者・国民の声に耳を傾け、今後の

                                                  
10 平成２３年「ＮＨＫ受信料制度等専門調査会」報告書８ページ 
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事業運営に反映していくことが必要である。 
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２．常時同時配信の費用負担者の範囲 

（１）常時同時配信の費用負担者の選択肢 

  ＮＨＫが実施する常時同時配信は、放送と同じく、希望すれば利用可能となるような

仕組みを基本に考えることが適当である。 

  常時同時配信の実施にあたっては、常時同時配信の費用を負担する者の範囲を考える

ことが必要となる。 

  この点について検討するにあたっては、現在の放送に関して、テレビの設置を契機と

して受信契約の対象が定められていることとの関係を考慮することが有益である。そう

すると、常時同時配信の費用負担者については、常時同時配信の利用の契機があること

を基準にするか否か等の観点から、以下の４つの選択肢が考えられる。 

 

【利用の契機がある場合に費用負担あり】 

① ＰＣ（パソコン）やスマートフォン、タブレット等のインターネット接続端末を所

持する者または設置した者（以下、「ＰＣ等設置者」という。）に費用負担を求める

方法。 

② ＰＣやスマートフォン、タブレット等のインターネット接続端末を所持・設置した

うえで、常時同時配信を利用するために何らかのアクションもしくは手続きをとり

視聴可能な環境をつくった者（以下、「視聴環境設定者」という。）に費用負担を求

める方法。 

【利用の契機の有無にかかわらず費用負担あり】 

③ ＰＣ等の所持・設置の有無にかかわらず、全世帯に費用負担を求める方法（以下、「全

世帯負担金11」という。）。 

【費用負担なし】 

④ 常時同時配信に関する費用負担を求めない方法（以下、「無料」という。）。 

 

（２）選択肢の比較・検討 

【利用の契機がある場合に費用負担あり】 

＜①ＰＣ等設置者、②視聴環境設定者について＞ 

  利用の契機に着目して求める費用負担については、ＮＨＫの事業の維持運営のための

特殊な負担金である受信料とする考え方（後述の「受信料型」。）と、利用・サービスの

対価とする考え方（後述の「有料対価型」。）の２つがありうる。 

 

（受信料型の場合の検討） 

  費用負担について受信料型を考える場合には、以下のように、「ＰＣ等設置者」に費

用負担を求める方法と「視聴環境設定者」に費用負担を求める方法の両方の選択肢が検

討の対象となる。 

  まず「ＰＣ等設置者」に費用負担を求める選択肢を検討した。テレビ受信機は放送受

                                                  
11 現行のドイツにおいては、「放送負担金」として、テレビ・携帯端末を含む受信機の設置や所持にか

かわらずすべての世帯・事業所等に負担を求める考え方が採用されている。 
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信専用機であり、その所持・設置と放送の受信を結びつけて考えることができる。一方、

ＰＣやスマートフォン、タブレット等はさまざまな用途を持つ汎用端末であり、これら

の端末の現在の利用の態様等に照らして考えれば、そうした端末の所持・設置と常時同

時配信の利用を直接結びつけることは、現状では理解を得られにくいと考える。実際に

ドイツでは、かつて公共放送の費用負担を求める対象にＰＣ等設置者を加えたが、ＰＣ

等の設置は必ずしも視聴につながらないという不満の声があがり、訴訟も提起されて、

制度見直しを迫られた経緯がある。 

  これに対し、ＰＣやスマートフォン、タブレット等のインターネット接続端末を所

持・設置したうえで、常時同時配信を利用するために何らかのアクションもしくは手続

きをとり視聴可能な環境をつくった者である「視聴環境設定者」は、常時同時配信につ

いて、放送に関するテレビ受信機（テレビの受信設備）の設置に相当する行為を行った

者と考えられることから、こういった状態を費用負担に結びつけることには合理性があ

ると考えられる。 

  以上のことから、受信料型の場合の常時同時配信の費用負担者を「視聴環境設定者」

とすることには、合理性があると考える。 

  ここでいう「視聴可能な環境の設定」としては、たとえば常時同時配信を視聴しうる

アプリケーションのダウンロードやＩＤの取得等が現時点では考えられるが、その具体

的なあり方については、今後さらに検討していくことが必要である。 

 

（有料対価型の場合の検討） 

  費用負担について有料対価型を考える場合には、一般の取引と同様に、常時同時配信

を利用する契約を結んだ者（以下、「利用契約者」という。）となる。これは広い意味で

の「視聴環境設定者」に含まれるといえる。 

 

【利用の契機の有無にかかわらず費用負担あり】 

＜③全世帯負担金について＞ 

  「全世帯負担金」と同様な方式は、ドイツにおいて既に導入されている。 

  ドイツにおいては２０１３年（平成２５年）より「放送負担金制度」を導入し、受信

設備の有無にかかわらず全世帯および全事業所に、常時同時配信を含む放送にかかる費

用負担を求めている。社会全体から広く納得が得られるのであれば、新たなデバイス（機

器）が登場するたびに紛争が生じたり制度変更が必要になったりする事態が減ること、

視聴者・国民にとって受信設備の設置・廃止にかかる届出等の手続きが不要になること、

ＮＨＫにとっても営業実務の負荷・コストが軽減され安定した財源となりうること等の

点では、視聴者・ＮＨＫのそれぞれにとってメリットのある仕組みであるといえる。 

  ただし、ドイツでは複数の憲法裁判において、公共放送は社会における基本的サービ

スの供給を行う重要な役割を担うものと位置づけられ、財源面を含む存続と発展が保障

されていること等、公共放送の役割や財源の保障に関して憲法レベルで広く合意形成が

なされていると考えられる点に留意が必要である。そして、このようなドイツでも、放

送負担金は税金ではないかとの指摘に基づく憲法裁判等が提起されている。 
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  日本で同様の制度を導入することについて検討してみると、ＮＨＫの役割や費用負担

者の範囲をドイツほど広く考えることに、視聴者・国民の理解が得られるのかという点、

日本では例のない制度であり、全世帯負担金が税金に近いと位置づけられる可能性があ

る点、もし「税金」と位置づけられた場合には、ＮＨＫの公共放送としての運営の独立

性に影響を与えるおそれがある点等から、現時点では実現は困難と考える。 

 

【費用負担なし】 

＜④無料について＞ 

  インターネットでの視聴を無条件に無料とした場合、フリーライド（費用を負担せず

に視聴すること）が広範囲に発生してしまうおそれがあり、同じコンテンツをテレビで

視聴する視聴者・国民との間の負担の公平性が保たれず、将来的に、ＮＨＫの公共放送

としての使命を果たすための財源の確保を難しくすることが懸念される。そのため、後

述の、移行期間における試行的な実施といったごく例外的な場合を除いては、「無料」

の選択肢は適当でない。 

  なお、フランスや韓国等一部の海外の公共放送では、費用負担なし（無料）で常時同

時配信を利用できる例もあるが、フランスの公共放送負担税および韓国の受信料の支払

率は１００％に近い等、日本とは事情が異なる点があることに留意する必要がある。 

 

＜まとめ＞ 

  以上により、費用負担者は、有料対価型の場合には「利用契約者」、受信料型の場合

には「視聴環境設定者」とすることが適当と考える。 

 

＜既に放送受信契約を結んでいる世帯の負担のあり方について＞ 

  有料対価型で「利用契約者」を費用負担者とする場合、受信料型で「視聴環境設定者」

を費用負担者とする場合のいずれにおいても、既に放送受信契約を結んでいる世帯（全

契約対象世帯の８０％）の取り扱いが課題となる。 

ＮＨＫが総務省「放送を巡る諸課題に関する検討会」等で考え方を示しているように、

放送の「サイマル配信12」である常時同時配信の場合には、放送受信契約を結んでいる

世帯において利用・視聴するＰＣやスマートフォン、タブレット等の端末を「放送受信

契約を結んでいる同一世帯内の２台め、３台めのテレビ」として取り扱い、既に放送受

信契約を結んでいる世帯については、常時同時配信を追加負担なしで利用できるように

することが適当である。 

 

（３）費用負担者の範囲を「利用契約者」、「視聴環境設定者」とする場合の考慮すべき事項

および今後の検討課題 

  受信料型において、どのような手段・手続きであれば「視聴可能な環境をつくった」

                                                  
12 サイマル放送（１つの放送局が同じ時間帯に同じ番組を、異なるチャンネル（周波数）、放送方式、放

送媒体等で放送すること）に準じる形での、放送とインターネットの関係を、ここでは「サイマル配信」

と呼んでいる。 
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とすることができるか、費用負担者の把握の方法等とあわせて検討する必要がある。 

  常時同時配信の利用を希望する者が、放送受信契約世帯（構成員を含む）であること

の確認の方法等について、現実的な運用のあり方も含め検討する必要がある。 

  現時点では日本における導入が困難と思われる「全世帯負担金」についても、考え方

自体は視聴者・ＮＨＫのそれぞれにとってメリットが考えられることから、引き続き長

期的に検討していくことが望まれる。  
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３．常時同時配信の費用負担の性質 

（１）常時同時配信の費用負担の性質の整理 

  テレビ受信機を所持・設置していない世帯（総世帯の約５％）が、常時同時配信を利

用する場合の費用負担の性質としては、大きく次の２つが想定される。 

① 常時同時配信を利用するために何らかのアクションもしくは手続き13をとり視聴可

能な環境をつくった者である「視聴環境設定者」に、ＮＨＫの事業の維持運営のた

めの特殊な負担金である受信料として費用負担を求める考え方（以下、「受信料型」

という。）。 

② 利用・サービスの対価として料金を設定し、常時同時配信を利用する契約を結んだ

者（利用契約者）に費用負担を求める考え方（以下、「有料対価型」という。）。 

  以下で検討するように、インフラの整備や国民的な合意形成がなされることを前提に、

受信料型を目指すことに一定の合理性があると考える。ただし、受信料型に対応する制

度が整うまでの暫定措置の選択肢として、有料対価型や、一定の期間を設定して常時同

時配信を試行的に実施し、その期間は利用者に負担を求めないという運用を行うことも、

検討しうると考える。 

 

（２）比較・検討 

  受信料型と有料対価型は、以下のように制度としてはいずれも検討の対象となりうる

と考えられる。 

  放送においては、ＮＨＫの放送を受信できる受信設備を設置したことを契機として、

特殊な負担金の性格をもつ受信料として負担を求めるために、当該設置者に対して契約

締結を義務づける受信料制度が採用されている。常時同時配信にかかる受信料型の考え

方は、現在の受信料の基本的な性格を変えることなく、契約締結義務の考え方を常時同

時配信の場合にも適用しようとするものである。このように受信料制度の適用範囲を拡

張するには、放送制度上の整理が行われることや、常時同時配信のためのインフラが整

備されること等により、視聴者・国民の理解を得ることが不可欠となる。 

  一方、有料対価型は、世の中の経済活動一般に広く導入されている役務提供の契約の

考え方を常時同時配信にもあてはめようとするものである。ＮＨＫにおいても、既にＶ

ＯＤ（ビデオ・オンデマンド）サービスであるＮＨＫオンデマンドにおいて、有料対価

型を採用している。 

  受信料型と有料対価型を比較した。放送の常時同時配信は、ＮＨＫが放送するテレビ

番組を、原則としてそのまますべて、放送と同時にインターネットを通じて配信する、

つまりいわゆる「サイマル配信」しようとするものであり、現在および将来のメディア

環境の変化を見据えて、まさに放送の世界でＮＨＫが果たしている公共性を、インター

ネットという異なる伝送路を通じても発揮するためのサービス14と考えることができる。   

  このように放送と同様の公共性をもつ常時同時配信については、費用負担の性質も放

送と同様に考えることが適切であるという観点から、受信料型を目指すことに一定の合

                                                  
13 たとえば常時同時配信を視聴しうるアプリケーションのダウンロードやＩＤの取得等。 
14 平成２３年「ＮＨＫ受信料制度等専門調査会」報告書４２ページ 
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理性があると考えられる。 

  ただし、受信料型については、常時同時配信について放送と同程度の送信・利用環境

が確保され、視聴者・国民の理解が十分進展することを前提とするほか、現在の放送に

かかる受信料制度との関係等の制度上の検討に時間がかかることも想定されることか

ら、現時点では、既にＮＨＫオンデマンドで採用されている有料対価型を含むその他の

選択肢も、あわせて検討しておくことが必要と考えられる。 

  有料対価型を採る場合も、先述のように、放送受信契約を結んでいる世帯については

追加負担を求めずに受信料により常時同時配信を利用できるようにすること（２．（２）

末尾）を前提にすると、常時同時配信の費用負担につき、常時同時配信のみを利用する

視聴者に適用される有料対価型の制度と、従来の放送も受信する視聴者に適用される受

信料の制度が、併存することになる点に留意を要する。有料対価型の制度を検討するに

あたっては、受信料の制度が常時同時配信にかかわる局面との関係を整理することが必

要になる（たとえば、４．（３）で述べる認証の方法）。 

  そこで以下では、受信料型と有料対価型のおのおのについて、今後さらに具体的に検

討するにあたって考慮すべき事項および今後の検討課題を指摘しておきたい。 

 

（３）受信料型を採る場合の考慮すべき事項および今後の検討課題 

＜放送と常時同時配信の関係について＞ 

  受信料型を採る場合、常時同時配信を現在の放送の延長線上に位置づけようとするも

のであることから、常時同時配信について、視聴可能なコンテンツ・画質・配信エリア・

配信遅延等の面で、放送との同一性を確保するためにインフラやサービス体制が整備さ

れ、その上で、実際に放送との同一性がどの程度確保できるかを把握することが重要で

ある。そして、どの程度の差異であれば放送と同一とみなすことができるのかという点

について、国民的な合意が形成されることが必要である。 

  常時同時配信を放送と同一とみなすための要件を厳格に考えると、コストが増大する

可能性があるが、常時同時配信の実施にあたっては、なるべく低廉なコストでかつ安定

的に実施できるようにすることも重要である。総務省「放送コンテンツの製作・流通の

促進等に関する検討委員会」での検討等のさまざまな取り組みや動向を見極め、視聴

者・国民の声にも耳を傾けながら、ＮＨＫにおいてもさらに研究を進めていくことが必

要である。 

 

＜受信料額の水準について＞ 

  現行の制度ではＮＨＫの受信料額は、放送法第７０条第４項の規定により国会がＮＨ

Ｋの収支予算を承認することによって定められることになっており、受信料型が実現し

た場合は、同様の仕組みによることになると考えられる。 

  常時同時配信の受信料額は、ＮＨＫの事業の維持運営という共通の目的のための特殊

な負担金としての受信料の性格から、なるべく放送のそれとの差をつけないことが望ま

しいと考えられるが、いずれにしても、視聴者・国民の理解を得られる適切な水準を検

討することになろう。 
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  これに関連して、視聴者・国民の理解を得るという観点からは、常時同時配信のサー

ビスの設計にあたっては、常時同時配信を利用することが多いと想定される携帯端末や

インターネットの「時間や場所に縛られない」という良さを活かし、見逃し配信をあわ

せて提供する考え方もある。これについては、既に民放が一定期間に限って無料で提供

している例や海外の公共放送の例等も踏まえ、ＮＨＫオンデマンドのあり方も含めてさ

らに検討していく必要があると考える。 

 

（４）受信料型を検討する場合の時間軸と暫定措置について 

  受信料型を検討する場合、先述の＜放送と常時同時配信の関係について＞で挙げた課

題を解決して放送法を改正するために時間がかかることも予想される。時間をかけても

あくまで受信料型の実現を目指すのか、それとも東京オリンピック・パラリンピックに

向けた対応のための暫定措置を求めるのか等といったスケジュール感についても、十分

に認識しておく必要がある。 

また常時同時配信を段階的に実施する場合には、その実施状況を踏まえた制度的検討

のスケジュール感も念頭に置くべきと考えられる。 

  こうしたことから、制度的検討が完了するまでの間の暫定措置について、現時点であ

わせて検討しておくことも有益である。暫定措置の選択肢としては、有料対価型を先行

的に行うことが考えられる。このほかに、たとえば一定の期間を設定して、試行的に常

時同時配信を実施し、その期間は利用者に費用負担を求めないという運用も検討しうる

ものと考えるが、その場合には、公共放送の業務に支障をきたすことのないよう、支出

規模について適切に判断することが必要である。 

 暫定措置の実施にあたっては、将来の受信料型への移行の可能性について示す等の取

り組みもあわせて行うことが必要である。 

 

（５）有料対価型を採る場合の考慮すべき事項および今後の検討課題 

＜将来的な受信料型への移行を想定した有料対価型について＞ 

  先述の理由から有料対価型を採ることも考えられるが、その場合には、「時限を設け

ない有料対価型」と「将来的な受信料型への移行を想定した有料対価型」が考えられる。

しかし先述のとおり、さまざまな条件が整った場合には受信料型とするのが合理的であ

ることを考慮すれば、後者の「将来的な受信料型への移行を想定した有料対価型」を検

討すべきであると考える。 

  ただし、この場合、契約をするかしないかが随意である仕組みから、受信契約が義務

づけられる仕組みへの移行となることから、一定の条件が満たされた場合に受信料型へ

移行できるよう、あらかじめ計画しておく必要があると考えられる。 

  暫定的に有料対価型を採る場合、そのことをもって放送も有料対価型にすればよいの

ではないか、という議論が起こることも想定した十分な検討を行う必要がある。受信料

を財源として運営されているイギリス・フランス・イタリア等の主要な海外の公共放送

には、有料対価型の事例がないことも考慮する必要がある。 
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＜経理の扱いについて＞ 

  先述のように、常時同時配信においては、既に放送受信契約を結んでいる世帯に対し

ては追加の費用負担は求めないとの考え方であり、したがって、常時同時配信という一

つのサービスのなかに、利用契約者からの利用料でまかなう部分と放送受信契約者から

の受信料でまかなう部分が混在することになる。このため、適切な費用負担の方法を検

討する必要が生じる。 

  適切な費用負担の方法については、有料対価型を採っている現行のＮＨＫオンデマン

ドを参考に、経理を適切な方法で区分していくことが必要になると考える。 

  経理の適切な区分については、配賦による方法のほか、上記の利用契約者向けのサー

ビス提供によって発生する追加費用分を負担するという「増分方式」等さまざまな方法

がある。視聴者・国民の理解や納得性も考慮し、もっとも適切な方法を検討する必要が

あると考える。 

  そのうえで区分によって把握された費用を、利用契約者が適切に負担する仕組みを構

築する必要がある。また利用料額をどのような手続きで定めるかも重要である。なお、

有料対価型であるＮＨＫオンデマンドの利用料額は、行政認可等の手続きを経ることな

く、ＮＨＫにおいて決定している。 

 

（６）地域放送と常時同時配信の関係について 

  ＮＨＫは、総務省「放送に関する諸課題を巡る検討会」で「各地の放送局が行うテレ

ビ放送を、地域放送番組を含めて常時同時配信することを基本」15とすることを表明し

ている。 

放送法第８１条第１項第２号において、ＮＨＫには「地域向けの放送番組を有するよ

うにすること」が求められており、こうした、ＮＨＫの役割・機能を構成する重要な要

素である地域性の観点から、常時同時配信においても地域放送を配信することが求めら

れるものと考える。 

 もっとも、ＮＨＫのすべての地域放送局が一斉に常時同時配信を開始することは、費

用の面からも設備等の準備の面からも課題が多いのではないかと考えられるので、現実

的な進め方についてＮＨＫにおいて十分に検討する必要がある。 

  なお、ＮＨＫが地域放送番組を含めた常時同時配信を実施するにあたっては、地域に

おける二元体制を維持していく観点から、地域における一方の当事者である民放への配

慮も十分考慮しつつ進めていくことが望ましいと考える。 

  

                                                  
15 総務省「放送に関する諸課題を巡る検討会」第１３回（平成２８年１２月１３日）説明資料 
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４．常時同時配信の費用負担者の把握方法 

（１）費用負担の性質と費用負担者の把握方法との関係 

  常時同時配信の費用負担について有料対価型の考え方を採る場合、費用負担者の把握

については、当然、厳格な認証が必要となる。 

  常時同時配信の費用負担について受信料型の考え方を採る場合、費用負担者の把握に

ついては、以下で検討するように、何らかの認証により把握する方法と、放送と同様に

訪問活動等の認証以外の手段により把握する方法の２つが考えられる。 

 

（２）受信料型における選択肢の比較・検討 

＜把握の必要性と方法＞ 

  常時同時配信においては、放送において同じコンテンツを受信・視聴しうる視聴者・

国民との間の公平性を保ち、フリーライドを防ぐという観点から、何らかの方法で費用

負担者を把握する必要がある。 

  訪問活動等の認証以外の手段により費用負担者を把握する方法については、常時同時

配信はスマートフォンやタブレット等の可搬端末での視聴が多くなり、所持・設置の把

握がテレビの場合にも増して困難になることが想定されるため、そのような把握の方法

は現実的ではないと考えられる。 

  このように、受信料型における常時同時配信の費用負担者の把握については、何らか

の認証による方法が適当と考える。 

 

＜認証の厳格性と簡便性＞ 

  認証の方法については、ＮＨＫが公共性を果たすために視聴を容易にし、幅広い層の

視聴機会を拡大する簡便性と、フリーライドを抑止する厳格性とのバランスを考慮して

検討することが必要である。具体的には、簡便性を重視して視聴可能としたうえで認証

する方法と、厳格性を重視して認証してから視聴可能とする方法が考えられる。 

  認証の厳格性を高めると、必然的に多くの端末操作等が必要となり、利用のハードル

があがって常時同時配信の普及が進まず、公共放送の便益が広くいきわたらなくなって

しまうことや、実質的に有料対価型に近いものとなることが懸念されること等を考慮す

れば、視聴可能としたうえで認証する「ゆるやかな認証」とすることが適当であると考

える。この場合、認証とは異なるが、ＮＨＫの衛星放送ではＣＡＳメッセージの表示を

活用していることも参考となりうる。 

  認証方法を検討する際の時間軸として、常時同時配信の普及やメディア環境の変化を

考慮して、常時同時配信を開始する際にはゆるやかな認証とし、適切な時期を見極めて

見直していくこともありうると考える。イギリスのＢＢＣが行う常時同時配信および見

逃し配信の視聴においても、導入時にはログインを行わなくても視聴可能としたうえで、

次の段階としてログイン必須化の意向を表明し、一定の期間を設けて施行するように段

階的に認証方法を見直している。こうした例も参考となりうる。 

  なお、大規模災害時に代表されるような国民の生命・財産等にかかわる緊急時等、広

く情報を届ける必要性の高い場面においては、認証や契約の状況にかかわらず特例的な
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運用を可能にする等、ＮＨＫがその役割・機能を果たすために必要な柔軟性をもつ制

度・運用とすることが望ましい。 

  以上により、認証の厳格性と簡便性とのバランスを考慮し、視聴可能としたうえで認

証する「ゆるやかな認証」とすることが適当であると考える。 

 

（３）費用負担者を認証により把握する場合の考慮すべき事項および今後の検討課題 

  認証における技術的な側面、アプリケーション等のメディア環境の動向の側面等から、

何をもって認証するか、実現可能な方法を具体的に検討していく必要がある。 

  さらに、インターネット端末における認証と受信料の契約・支払いの状況とを結びつ

ける制度・仕組みについても、技術的な側面や、個人情報の取得・管理の側面から検討

していく必要がある。 

  受信料型の考え方を採り、視聴可能としたうえで認証する場合には、どの時点で受信

契約義務が発生するかについて、検討を進める必要がある。 

  有料対価型を採る場合にも、既に放送受信契約を結んでいる世帯については、追加の

費用負担を求めず受信料により常時同時配信を利用可能とするが（先述３.（２））、認

証の開始時点では、有料対価型の考え方により費用負担を求める対象者（常時同時配信

のみの利用者）と、受信料を負担する放送受信契約者とを区別して扱うことができない。

そのため、放送受信契約者に対しても厳格な認証を求めざるを得なくなるが、放送受信

契約者の利便性についても考慮が必要だと考えられる。 
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５．常時同時配信の費用負担の単位 

（１）常時同時配信の費用負担の単位の選択肢 

  常時同時配信の費用負担の単位としては、放送の受信料と同様の「世帯」単位、ＮＨ

Ｋオンデマンドでも採用している「個人」単位、常時同時配信を視聴する「機器」単位

が選択肢として想定される。 

 

（２）選択肢の比較・検討 

  今後、インターネットのみの利用者が増えることが想定されるが、総世帯におけるテ

レビ普及率が約９５％16と極めて高く、放送の受信料を負担する世帯が多い現状におい

ては、現行の受信料制度との接合性を担保する観点から、常時同時配信においても、受

信料型では「世帯」を費用負担の単位とすることが適当と考える。 

  有料対価型では、「個人」単位は、費用の負担対象とする年齢等の検討が必要なこと

や、同等のコンテンツでも伝送路によって費用負担の単位が異なることへの不公平感が

生じる懸念があること、「機器」単位は、費用負担の単位とする機器の明確化が必要な

ことや、同等のコンテンツでも伝送路によって費用負担の単位が異なることへの不公平

感が生じる懸念があること等の課題があり、いずれも現行の受信料制度との併存が難し

いと考えられる。そのため、有料対価型でも、現行受信料制度と同じく「世帯」単位と

することが適当と考える。 

  以上により、常時同時配信の費用負担の単位は、受信料型・有料対価型とも「世帯」

単位が適当と考える。 

 

（３）考慮すべき事項および今後の検討課題 

  事業所等における費用負担の単位については、事業所等では世帯と異なる利用形態等

も想定されるため、受信料体系のあり方の答申を踏まえ、今後さらなる検討が必要であ

る。 

  常時同時配信の費用負担の単位の将来的なあり方については、受信料体系のあり方の

答申を踏まえ、引き続き検討が必要である。 

 

                                                  
16 内閣府「消費動向調査」。平成２９年３月末現在の調査結果では、総世帯におけるカラーテレビの普

及率は９５．２％であり、うち二人以上世帯は９６．７％、単身世帯は９２．１％となっている。 



平成２９年２⽉２７⽇付け諮問第１号
「常時同時配信の負担のあり⽅について」

答申（案）概要 参考資料

平成２９年６⽉２７⽇
ＮＨＫ受信料制度等検討委員会

※特に注記がない場合、平成２９年５⽉末時点の事実に基づく。
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ＰＣ
76.7%

テレビを⾒ない
⼈の割合*4

平均 約10%

ＰＣ
68.3%

カラーテレビ
96.7% *2

（総世帯 95.2%）

カラーテレビの普及率が低下する⼀⽅で、携帯電話・スマートフォンが普及し、端末の多様化が進展している。
メディア視聴形態としても、テレビの接触時間が低下、他端末の接触時間が増加し、⼤きく変化している。

タブレット端末
34.3%

カラーテレビ
99.4％ *2

（総世帯 98.6%）

テレビ接触時間
構成⽐*3

50.4%
カラーテレビ
99.1％ *2

携帯電話
85.3%

テレビ接触時間
構成⽐*3

38.9%

*1 内閣府「消費動向調査」より。「２⼈以上の世帯」（2015年度の調査までは、「⼀般世帯」）における、1996年３⽉・ 2006年３⽉・ 2017年３⽉の数値をもとに記載
*2 「カラーテレビ」のうち、「ブラウン管テレビ」は2013年調査で終了
*3 テレビ視聴時間構成⽐：主要メディアに占めるテレビ接触時間の構成⽐ 博報堂DYメディアパートナーズ 「メディア定点調査」、2007年、2016年の数値を参照
*4 テレビを⾒ない⼈の割合：平成27年「⽇本⼈とテレビ・2015」世論調査より。2010年・2015年における、20〜50代の、テレビを「ほとんど、まったく⾒ない」という回答者の割合
*5 ネットのみ利⽤者：平成27年「⽇本⼈とテレビ・2015」世論調査より作成

スマートフォン
69.7%

ＰＣ
17.3%

：端末別の普及率*1 

携帯電話
93.0%

テレビを⾒ない
⼈の割合*4

平均 約5%

ネット利⽤が増加
多様なモバイル端末の普及

現在2011年頃

ＰＣに加え、モバイル端末として
携帯電話が急速に普及

1995年頃

主要メディアとしてのテレビ、
ＰＣが普及

2020年〜

端末の多様化が進⾏？
メディア視聴形態は複雑化？

ネットのみ利⽤者の
割合は、さらに

拡⼤が予想される

ネットのみ利⽤者
の割合*5

4.9%

メディア環境の変化（全体像）
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サービス提供事業者においても、テレビ放送に加え、動画配信等、多様な形態でのサービスを提供し
ており、それらを放送波または通信伝送路を介して視聴者の多様な端末へ届けている。

端末伝送路サービス（プラットフォーム）例

放送波

通信

TV

TV

ＴＶ

ワンセグ
携帯電話

カーナビ

パソコン

テレビマルチスクリーン*1
（機器・事業者とのひもづき）

動画配信

ＶＯＤ－ＰＦ*2

無料⾒逃し

同時配信

時差再⽣

ライブ配信

*1 テレビや録画機等とペアリングしたモバイルでいつでもどこでも視聴が可能。ＣＡＴＶやＩＰＴＶ 有料多事業者の会員向けモバイルサービス
*2 テレビ局の⾃前サイトではなく、また、テレビ番組だけでなく幅広い映像コンテンツを横断的に集積させたプラットフォームサービス

出所:ＮＨＫ放送⽂化研究所「「これからのテレビ」を巡る動向を整理するvol.9」（2016年12⽉）、「放送通信融合時代のテレビをめぐる論点」 （2017年2⽉）をもとに作成

メディア環境の変化（サービスの多様化）
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海外公共放送の料⾦制度

放送
機関 主な財源*1 収納者・

⽅法 ⽀払義務 ⽀払単位 料⾦年額*2 ⽀払率*3

イギリス BBC
受信許可料 (77.5%)
各種販売収⼊等(22.4%)
政府交付⾦等 ( 0.1%)

TV Licensing
が収納

有
(Communi-
cations Act 
2003で規

定)

世帯:世帯単位
⾮世帯:施設単位(ホテルは15部
屋で1契約、以降5部屋毎1契約
等)

ﾃﾚﾋﾞ(ｶﾗｰ)
147.0ﾎﾟﾝﾄﾞ
<20,764円>
ﾃﾚﾋﾞ(ﾓﾉｸﾛ)
49.5ﾎﾟﾝﾄﾞ
< 6,992円>

約93%
（2015年）

フランス
France 
Télé-
visions
等5機関

公共放送負担税(82.7%)
広告放送収⼊等(11.4%)
その他 ( 5.8%)

税務当局が
住居税と
⼀括収納

有
(租税⼀般

法典で規定)

世帯:世帯単位
⾮世帯:台数単位(3〜30台まで
30％、31台以降は35％割引)

ﾃﾚﾋﾞ(本⼟)
138ﾕｰﾛ
<16,530円>
ﾃﾚﾋﾞ(海外県)
88ﾕｰﾛ
<10,541円>

約99%
（2014年）

ドイツ
ARD、
ZDF、
DLR

放送負担⾦ (85.6%)
広告放送収⼊等( 2.3%)
各種販売収⼊等(12.1%)
※ARDの内訳

徴収機関
「負担⾦

サービス」が
収納

有
(放送負担⾦

州間協定
で規定)

世帯:住居単位
⾮世帯:施設単位(従業員数に応
じたカテゴリ毎の定額料⾦、ホテル・
⾞は2部屋(台)めより部屋(台)毎に
料額1/3）

(受信設備の有
無によらず)
210ﾕｰﾛ
<25,154円>

約98%
(2015年)

イタリア RAI
受信料 (72.7%)
広告放送収⼊ (23.4%)
その他 (  3.9%)

電⼒会社が
電⼒料⾦と
⼀括収納

有
(1938年2⽉
21⽇付暫定
勅令第246
号で規定)

世帯:世帯単位
⾮世帯:施設単位
テレビ受信料…ホテル等の格付・規
模等のカテゴリ毎に定額
ラジオ受信料…⼀律定額

ﾃﾚﾋﾞ 90ﾕｰﾛ
<10,780円>

約96%
(2016年
⾒込み)

韓国 KBS
受信料 (41.3%)
広告放送収⼊ (27.4%)
副次収⼊等 (31.3%)

電⼒会社が
電⼒料⾦と
⼀括収納

有
(放送法
で規定)

世帯:世帯単位
⾮世帯:台数単位(割引特例なし)

ﾃﾚﾋﾞ 30,000
ｳｫﾝ
<2,970円>

100%
（2012年）

*1 ドイツは2014年、フランス、イギリスは2015年、韓国、イタリアは2016年。各放送機関の年次報告書等を参照
*2 全て2017年４⽉現在。為替レートは2017年４⽉分⽇本銀⾏報告省令レート
*3 常時同時配信に関する⽀払率ではなく受信許可料・負担⾦等の全体の⽀払率。⼀部推計。収納者の年次報告書等を参照
出所：各放送機関のウェブサイト等より



5
海外公共放送の常時同時配信

放送機関 サービス名 同時配信
コンテンツ 視聴時のログインの要不要 利⽤

端末
常時同時配信のみを

利⽤する場合の負担*2

イギリス BBC iPlayer
BBC ONE、BBC 

TWO等各チャンネル
の番組

視聴時のログインが必要
※2017年５⽉11⽇に「近いうち（soon）」に必須

となる旨を発表*1

ＰＣ、スマー
トフォン等 受信許可料の対象

フランス France
Télévisions

france.tv 系列放送局の番組等 視聴時のログインが必要 ＰＣ、スマー
トフォン等

サービスは
無料で利⽤可能*3

franceinfo 公共放送および国際
放送のニュース番組

視聴時のログインは不要
（視聴開始時に公共放送負担税⽀払いを求める

ポップアップも表⽰されない）

ＰＣ、スマー
トフォン等

ドイツ
ARD ARD 

Mediathek
ARD加盟の各放送局
等の公共放送の番組 視聴時のログインは不要

（視聴開始時に放送負担⾦⽀払いを求めるポップ
アップも表⽰されない）

ＰＣ、スマー
トフォン等 放送負担⾦制度のため、

各種端末所有の有無に
かかわらず全世帯⼀律ZDF ZDF 

Mediathek
ZDF等の公共放送の

番組
ＰＣ、スマー
トフォン等

イタリア RAI RaiPlay Rai1、Rai2等
各チャンネルの番組

視聴時のログインは不要
（視聴開始時に受信料⽀払いを求めるポップアップも

表⽰されない）

ＰＣ、スマー
トフォン等

サービスは
無料で利⽤可能*4

韓 国 KBS kbs.co.kr
（KBS HP）

KBS1、KBS2等
各チャンネルの番組

視聴時のログインは不要
（視聴開始時に受信料⽀払いを求めるポップアップも

表⽰されない）
ＰＣ サービスは

無料で利⽤可能*5

各公共放送では権利上の問題等で配信不可の番組を除き、常時同時配信を⾏っている。
イギリス・ドイツは常時同時配信のみを利⽤する場合も⽀払対象としている。

*1 BBC iPlayerのウェブサイトより
*2 各国の受信料等の根拠となっている法律等を参照
*3 インターネット接続機器⾃体は、法的には公共放送負担税の対象となっている。しかし、実際の運⽤において、公共放送負担税の⽀払対象となる受信機の例⽰としてインターネット接続機器を⽰しておらず、事実上収納は⾏われていない
*4 インターネット経由のみでラジオ・テレビの受信を⾏うPC等は受信料の対象となっていない。ただし、インターネット向けのサービスはすでに提供が義務づけられている
*5 インターネット接続機器が受信料の対象となっていない。また、インターネット向けサービスがKBSの業務範囲として放送法で明記されていない状況
出所：各サービスのウェブサイト等より
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既に放送受信契約を結んでいる世帯の負担のあり⽅（イメージ）

情報（コンテンツ）に着⽬した負担のあり⽅となる

放送 インターネット

追加負担なし

（現⾏の）受信料

※（同⼀世帯内にある）２台め、３台めのテレビと同じと考える

同⼀コンテンツについては、異なる
伝送路に対する追加の費⽤負担

は求めない

既に放送受信契約を結んでいる世帯は全契約対象世帯の約80％
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